
国土交通省
関東地方整備局「公認会計士等の数」「２級登録経理試験資格者等の数」について

1／2

審査基準日が令和５年４月１日以降の申請については、 「公認会計士等の数」
「２級登録経理試験資格者等の数」の要件が変更となります。

（補足）

審査基準日が令和５年３月３１日まで 審査基準日が令和５年４月１日以降

公認会計
士等の数

１級登録経理試験に合格した者
(一度合格すれば、以降継続して経審で評価)

①１級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から
５年経過していない者

②１級登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から
５年経過していない者

２級経理資
格者

２級登録経理試験に合格した者
(一度合格すれば、以降継続して経審で評価)

③２級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から
５年経過していない者

④２級登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から
５年経過していない者

要 件 必要な確認書類 研修(講習)
受講の要否

②、④１級（２級）登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の
日から５年経過していない者

登録経理講習を受講した年度の翌年度から５年
を経過していない受講を証明する書面

必要

①、③１級（２級）登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の
日から５年経過していない者

登録経理試験に合格した年度の翌年度から５年
を経過していない合格を証明する書面 不要

【必要な確認書類】
企業会計基準が頻繁に変化する中で、継続的な研修の受講によって最新の会計情報等に関する知識を習得することが重
要になってきていることを踏まえ、公認会計士等数の算出にあたって参入できる者を改正しました。この改正により審
査基準日がＲ５．４．１以降の申請については、研修（講習）を受講しないと加点対象にならないものもありますので
ご注意下さい。



国土交通省
関東地方整備局登録経理試験資格者の加点対象となる期間について

合格を証明する書面を提出することで加点対象となる期間

H30.10.1 H31.4.1 R2.3.31 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31
1年 ２年 ４年３年 ５年

（補足）

例：審査基準日がR5年4月1～R6年3月31日の場合

R6.3.31

例：H30年10月1日に登録経理試験に合格した場合

合格した年度の翌年度の開始の日（H31.4.1 ）から５年経過（R6.3.31）するまでの間を審査基
準日とする申請については、合格を証明する書面を提出することで加点対象となる。

【審査基準日を基準とした考え方】

H31.4.1 R2.3.31 R3.3.31 R4.3.31 R5.4.1 ～ R6.3.31

1年 ２年 ４年３年 審査基準日H30.4.1

H30.4.1から審査基準日までの間に登録経理試験合格（又は講習受講）であれば加点対象となる。
H30.3.31以前の合格（又は講習受講）は加点対象とならない。

審査基準日まで

合格した年度

合格証（又は講習受講を証明する書面）で加点対象となる期間
加点対象と
ならない期間

審査基準日が属する年度の開始の日の5年
前の日から審査基準日までに講習を受講
し、講習の受講を証明する書面を提出す

ることで加点対象

５年経過後以降（R6.4.1以降)を審査基準日とする申請については合格証では加点対象とならず、
審査基準日が属する年度の開始の日の5年前の日から審査基準日までに講習を受講し、講習受講
を証明する書面を提出することで加点対象となる。
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